
團 ダム問題をめぐって

河月計画の合理化メソツド
ー基本高水問題の克服一

山本 行雄

00
洪水は気象 という複雑な現象 により発生する。そのため客観的資料から将来の洪水規模や発生確率

を確実に予知 ・予測をすることはできない。そこで治水対策においては 「みなし」という手法が幅広

く用いられる。本稿は基本高水問題が本格的に議論された千歳川放水路問題の事例に即 して、①国土

交通省の技術マニュアルにおける 「見な し」の実際を考察 し、②基本高水という概念と年確率 という

概念の論理構造を一覧整理 し、③これによって河川計画を客観的に把握 し検証する途が開かれること

を示 し、④基本高水は政策的な選択の対象となる候補群(ハ イ ドログラフピーク流量群)と して形成

されること、⑤その候補群の中か ら最大ピーク流量を選択すべき工学的理由は全 くないこと、⑥選択

対象である数値群の中か らどの数値を選択するかは政策的 ・政治的選択の問題であることを示す。以

上を前提に千歳川放水路問題 にとり組んだ市民団体が提案 した政策手法を紹介する。この手法は国土

交通省の技術マニュアルを活用 しているので、全国の河川において政策の検証 と合理的政策形成に実

践的に応用可能である。

灘 不可避の 「躰 高水」問題
脱ダムへの政策転換の流れは、河川 ・治水政策

のあり方そのものを全般的に見直そうという方向

に拡大 している。ここに避 けて通ることのできな

いテーマとして 「基本高水(注1)」問題がある。雑誌

「世界」誌上での大熊孝氏 と福岡捷二氏の論争(注2)

は記憶に新 しい。

基本高水の問題が本格的に議論された例に千歳

川放水路計画問題がある。この計画は1982年 に石

狩川治水計画に組み込まれたが、1999年 に中止が

決定 した。その間、私は環境保護団体や弁護士会

の活動、北海道庁が設置した千歳川流域治水対策

検討委員会拡大会議の委員 として関わ りを持っ

た。

大熊 ・福岡論争の火付け役 となった大熊氏の主

張には、 日本野鳥の会の出版物などによって早 く

から接する機会を得た。 また福岡氏 とほぼ同じ考

えを持つと思われる河川工学者の見解 も身近 に聞

くことができた。

本稿は、千歳川放水路問題の経験:に基づいて、

基本高水の問題を整理 ・検討し、市民団体が作成 ・

提起 した政策手法を紹介する。 この手法は基本高

水の 「行政を正すのに行政の技術マニュアルを活

用した」 ところに強みがある。当時の行政は市民

団体の提起を 「反応しない」 ことによって回避 し

た。 しかし、状況が変化した現在、行政はこれを

無視できないであろう。住民が正 しい情報を獲得

し、河川計画を検証 し正す手段 として、 この手法

は全国の河川です ぐにでも活用できると考える。

なお、本稿は国交省の技術マニュアルの検討が

べ一スになっており、学者間の論争 も念頭に置い

ているので、誤解を避けるため、分かりやすさを

犠牲にしたり重複 して説明したところもある。ご

注1基 本 高水(流 量)(き ほ んたか みず 、 きほ ん こうす い):治 水計 画 を策定 す る と きに、 計画 の基 準 にす る洪 水 時 の

流量 で、 河川 ご とに基 準点 を設 けて定 め る。 河川 や地 域 の重要 度、 過去 の洪 水 を検討 し、 流 出モ デル を用 いて決

定 す る。

注2大 熊 ・福 岡論 争:引 用 文献 参照
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容赦 いただ きたい。

謹 一つの に とば」と二つの図表
河川計画 の問題 は様々 な要素が絡 まり合 い、専

門用語 ・図表 ・数字 な ども多いので、展 開が複雑

にな りがちである。私の力量で は、正確 さとわか

りやす さを両立 させ るの は難 しい。そ こで、事前

に説明の核 となる一 つの 「こ とば」 と二 つの図表

を紹介 してお きたい。河川計画の用語 や情報 に馴

染 みのない方は、次 の3項 は飛 ばして、表1(略

称 「対比表」 と表2(略 称 「連関表」)に 目をや り

なが ら、4項 と5項 を先 に読 んだ方が よいか もし

れ ない。

「みなし」

我々は不確実な予想 しかできない将来の災難 に

対 して、政策目的のために、将来一定の規模の災

難が起 こるもの と 「みなし」て対策を立てる必要

に迫 られることがある。現行の国土交通省による

河川計画の形成過程を通覧すると、「みなし」とい

う扱いが幅広 く採 り入れ られていることがわか

る。特に基本高水の扱いにおいては決定的に重要

な意味を持っている。

本稿 は 「みなし」をキーワー ドに行政が行なっ

ている基本高水決定過程を検証する。その結果 と

して、「基本高水 と年確率の関係」(表1)と 「基

本高水 とその他の問題の連関的考察」(表2)に よ

る実態に即 した政策検討が 「必然的に」要請 され

ていることを示す。

2.1「 基本高水と年確率の関係表」

(表1:略 称、対比表)

この表 は、千歳川流域治水対策検討委員会拡大

会議で私が北海道開発局に空欄を埋めて提出する

よう求めたものである。現行の河川計画の手法に

従えば、空欄は論理上当然の ことに数値化 され埋

められるべきものである。

私は、千歳川放水路問題に係わって相当期間が

経過しても、「基本高水」 とか、「年確率」の意味

内容について、平板な理解 しかできなかった。両

者を個別に考察 していたからである。当時の建設

省発行の資料や千歳川放水路計画資料に接してい

るうちに、基本高水 と年確率はこの表のような論

理構造を持っていることがわかった。

わかってしまえば、どうということもない簡単

な表である。しかし、基本高水決定における数値

の意味 と 「選択」の範囲を示すものであり、合理

的な政策決定のための基礎的・核心的な表である。

2.2「 基本高水とその他の問題の連関的考察

方法」(表2:略 称、連関表)

この表は、北海道庁が設置した千歳川流域治水

対策検討委員会(以 下、検討委員会 という)に6

市民団体(注3)が共同の声明文 を添 えて提案 した も

のである。

私は、この委員会の拡大会議(以 下、拡大会議

という)で 、基本高水の決定は政策的選択の問題

であり、 この表のような検討を経なければ合理的

な結論には至らないはずだと考えた。そこで、会

議において見本を示し、検討するよう提起 した。

北海道開発局や これに同調する学者は、 この表に

表1基 本高水と年確率の関係(略 称=対 比表)

高水 流量

(下段 実績 流量)

(m3/S)

18,000

8,620

17,600

8,100

16,400

4,530

16,100

6,800

14,400

12,060

12,500

3,836

11,400

4,529

降雨 パ

タ ー ン

18,000(採 用 高 水) 1/150 1/110? 1/70? S50・8

17,600 1/150 S37・8

16,400 1/150 S48・8

16,100 1/150 S36・7

14,400 1/150 S56・8

12.,500 1/150 S40・9

11,400 1/150 S41・8

注① 基本 高水18,000m3/sと い うの

はS50年8月 の 降 雨 パ ター ン を

採 用 した場 合 は年確 率1/150と な

り、S56年8月 の 降雨パ ター ンを

採 用 した場 合、 数値 が 出 されて い

ない が、分 母 は大 き くな り、た と

えば1/250と い った年確率 とな る。

注② 左 図 で はS50年8月 の 降 雨 パ

タ ー ンで約1/70はS56年8月 の

降雨 パ ター ンで は1/150と な り両

者 は同 じこ とを意 味 す る。

注③ 現 計画 の意 味 を理解 す る には、

上記 の ような性格 を有 す る基本 高

水 ・年確 率 の意味 を共 通認 識 に し

ない と議 論 が混乱 す る。 また一 般

の人 に理解 して も らえない。

注 ④ この よ うな情 報 は18,000m3/s

を採 る と らな い にか か わ らず 必要

であ る。

注3提 案6団 体:と りかえそう北海道の川実行委員会、千歳川放水路計画に反対する市民の会、市民ネットワーク北

海道、環境市民連絡会、北海道自然保護協会、日本野鳥の会 保護 ・調査センター
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表2基 本高水 とその他の問題の連関的考察(略 称 連関表)

現実的で可能な治水対策 〈なるべく既存の数値をそのまま使用して〉

必要な対策(注4)

基 本高 水

(注1)

150年 確 率

()は

カバ ー率

計画 高水

(河道 以外 流量

配分=3,000m3/s)

(注2)

湊
喋 華

1目

貯

低水

路

喬
敷

背割

堤
を
ト

完成

予
定
ダ
ム

安
全

性
56
実
績
比
較

技
術
上
の
難
易
度

道

屋愚

困
難
性

注
5

建

雀
審

傘
中
間
報
告

摘 要

高水位(注3)

高水位 合流点 農業 ・森林 ・都市政策

8,400m3/s
11,400m3/s

(14.2%)

実績

①
小 大

上流部対策で

治水対策がで

きる段階。

9,080m3/s

現 計 画 河

道 ・流量配

分で対処可

能な段階?12,080m3/s

実績

②

外水

小 中
1956年 実 績

に同 じ

9,500m3/s12,500m3/s

(28.5%)
8.30m

実績

十

1千

小 中

14,400m3/s

(42.8%)

11,400m3/s

8.40m

加 小 無

実績

十

2千

中 小

13,100m3/s16,100m3/s

(57.1%)
8.63m

加

小 小
要

実績

十

4千

中

16,400m3/s

(71.4%)

13,400m3/s

小

～

中

大型工事

中心にな
るかどう

かの分岐

総合

分岐

点?

注6
9.00m

加 小 中 要

実績

十

4千

中

17,600m3/s

(85.7%)

14,600m3/s

9.40m

加 中 大 要

実績

十

5千

大 中

18,000m3/s

(100%)

15,000m3/s

巨大大規模

工事の段階

9.60m

加 大 大 要

実績

十

6千

大 大

注1:カ バ ー率 通常60～80%の 中間値70%だ と基本 高水 ハ イ ドログラ フ7例 で は16 ,400m3/sで あ る。
注2:1957年 基 本計 画 のダ ム ・遊水 池 流量 配分 は3,000m3/sで あ る。(57年 基 本計 画 に組 み込 まれ てい たダ ムの帰 趨が 影

響 す る。新 た な対 策 で どの よ うに流量配 分 をす るか は重大 な政策 問題 で あ る)。

河道 以外 の流量 配 分が 現計 画 よ り大 となれ ばそ の分 計 画高水 ・高水位 は下が る。

注3:高 水位 は57年 基本 計画 の計 画高水 流 量14,000m3/sで8 .75mに な ってい る。「最 低 これ以 上 は」とい う最低 ラ イ ン

は30cm位 の よ うなので これ を使 う。

保 水力 改善(農 業 ・森 林 ・都 市政 策)に よる流 量配 分 を どの程度 期待 で きるかの情 報 も提供 されて い ないが必 要 で

ある。

注4:1957年 基本 計画 にお けるダ ムの 内訳 内容 ・実現 の見 通 しが不 明 だ った の で項 目のみ記 載 。 その数 値 で他 に影響 す
る。

注5:道 民合意 とは、基本 高水 が低 い と洪水 被 害地 の住民 が不 満 を持 つ の は当然 で あ り、他方 流域外 に対 策 を求 め る と強
い抵抗 に会 う こ とも当然 で あ る こと、 また整備 計画 の 自治体 ・住 民意 見形 成 の難易 も視 野 に入 れた。 特 に重要 な検 討

要素 は数十 年 にわ た る大 型 の住民 間対 立 が発生 す る可能 性 を宿 す場合 、道 ・関係市 町村 に どの ような行政 上 の停滞 を

招 くかで あ る。 この判 断 は各 自治体 の責任 で あ ろ う。

注6:基 本 高水/流 量配 分 に よって対策 規模 が 決 ま る。技術 の 開発力=低 廉i化に よって この分岐 点 は相 当移動 す る と思 わ

れ る。

(本文 掲記 の6団 体 が作 成。 注記 も含 め千歳 川 流域 治水対 策検 討 委員 会 に提 出 した内容 に同 じ)
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触れることを回避 し続けた。しかし、拡大会議の

メンバーを中心 とする6市 民団体がこれに応 じて

検討委員会に提出してくれたのである。

この表は、対比表を前提に基本高水選定のため

の検討事項 を集約 し視覚化したものである。見て

の とお り、左縦欄に北海道開発局が示 した基本高

水 ピーク流量群(=ハ イ ドログラフピーク流量

群(注4))を配 し、横欄に問題点や既往洪水 との比較

など、関連要素を配 し、 これを交差 させたもので

ある。合理的な河川計画を練 り上げるためのメー

ンテーブルのようなものである。

地域の重要度、既往洪水群、事業効果等(総合河川計画)

河川の重要度

計画規模の決定 実績降雨(群)

引き伸ばし率2倍程度以下

計画降雨(群)

ハイ ドログ ラフ(群)

カハ ー率50%以 上

騒 基本高水の決魍 程と 「みなし」
3.1法 律の規定と技術基準

基本高水 は河川法施行令10条 の2に おいて河

川整備基本方針に定める事項 とされている。これ

に対応する技術的マニュアルが、国土交通省 「河

川砂防技術基準同解説 計画編」(以下、技術基準

という)で ある。 この技術基準は最近まで基準の

下に(案)と 表示されていた。2005(平 成5)年

に改訂版が出版されている。この改訂技術基準の

内容 はほぼ旧技術基準 と同じであるが、基本高水

の決定の項の 「解説」部分に見逃すことのできな

い学問的に誤った記述変更がある。この点は後述

する。本稿では、旧技術基準に従うが必要に応 じ

て両技術基準の違いに言及する。

3.2基 本高水決定手順の検討

以下、基本高水の決定過程を4つ の段階(手順:)

に分けて、「みなし」の要点を示す。

手順1:計 画規模の決定

図1は 国土交通省 による基本 高水 の決定の手順

をフローチャー ト化 した ものであ る。 図1の 上か

ら3段 目に 「計画規模」 とあ る。 これは どの程度

までの治水対策 を計画す るか、とい うことである。

これ を示 してい るのが表3で ある。表3の 「計画

の規模」欄 に200と か100と 入 ってい る数字 が、

200年 確率 とか100年 確率 と言われた りす る もの

である。要す るに、河川 の重要度A級 とされた河

川 は200年 に1回 以上 の確率 で起 こる洪水 に対応

で きる計画 を立て る とい うことである。 これ を1

年 間に起 こる確率 で表現す る と、200分 の1の 確

率(=逆 数)と なる。 また用語例 として 「治水安

計画 ハイ ドログラフ

基本高水の決定

図1国 土交通省による基本高水決定 に至るフロー

チャー ト(日 本河川協会編1997よ り)

表3河 川の重要度 と計画の規模

(日本河川協会編,1997)

河川の重要度
計画の規模

(計画降雨の降雨量の超過確率年)*

A級 200以 上

B級 100～200

C級 50～100

D級 10～50

E級 10以 下

*超 過確率の逆数

全度200年 に1度 の洪水」 とか 「200年 確率洪水」

な どとい う使われ方 もす る。石狩川 は150年 確 率

とされ、 その支川の千歳 川 は100年 確率 とされて

い る。利根川 は200年 確 率である。

ここで 「確率」 とい う統計学 用語が 出て きたの

で、洪水 の発生規模 について、何年 に1度 という

統計学的な確率 で 「予測」されてい るもの と信 じ、

あるい は無意識 に前提 として しまうことがある。

これ は 「科学 的に」誤 りで ある。現代 科学 では、

河川 毎の洪水 規模 を年 確率 で予測 で きる まで に

至 ってはいない。洪水対策 の程度 を全国統一基準

を設 けて扱 うため に、一応予測可能 な もの と 「み

な し」 て、年確率 とい う統一概念で表現 ・基準化

した もので ある。

なお、 この手順1は 「仮定 」 と表現 し、手順2

注4ハ イ ドログ ラ フ:(Hydrograph)洪 水(河 川 工学 的 に は、 単 に平常 時 よ りも河川 が増 水 す る現 象 を さ し、災 害 の

有無 に関係 ない)の 時 間 的な変 化 を示 すた め に、横 軸 に時間 、縦軸 に流 量 あ るい は水 位 を とり、流 量 の時 間変化

を表 した図。 図2参 照 。)
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以下 を、 この仮定 を前提 とす る 「み なし」 と表現

した方が よ り実態に即 しているか もしれない。本

稿 では 「みな し」 とい う表現 に統一 した。

手順2=計 画降雨(群)の 決定

100年 に1度 とか、200年 に1度 の確 率の洪水 と

は、 どの程度 の大雨が降 った場合の ことをい うの

か。 それ はまた、如何 に して見出すのか。技術基

準 によると概要 は次 のよ うになってい る。 なお、

計画降雨 は改訂基準で は 「対象降雨」 となってい

る。

① 降雨量 のデータの収 集 ・整理

〈例 えば、石狩川全域 ・利根川全域 な ど〉

②計画降雨 の継続時間の決定(そ の他具体的検

討事項 は多 いが、略す)

〈例 えば、石狩川3日 間 ・利根 川3日 間 ・淀川

2日 間 な ど〉

③基準点 ご との計 画降雨量 の決定

〈例 えば、石狩大橋基準点での3日 間降雨量 は

260mm・ 利根川八斗島基準点での3日 間降

雨量 は319mmな ど〉

以上 を石狩川 の例で い うと、石狩大橋基準点上

流域 の150年 に1度 の確率の計画降雨量 を3日 間

で260mmと する、 とい うこ とである。

表4は 、石狩大橋 基準点の上流域 について、3

つの手法で56年 間 の雨量 デー タを処理 して得 ら

れた数値 を示 してい る。評 価方法 によって、212

mm/3日 ・225mm/3日 ・263mm/3日 と大 きなバ

ラツキが ある。 このバ ラツキの大 きさは、 どれを

採 るかで河川計 画に決定的 な影響 を与 えることを

意味す る。 したがって、誤差の範囲 といった次元

で処理 して よい問題で はない。要す るに、3例 か

ら260mm/3日 とい う 「一つの数値」 に選択決定

したのは、科学的根拠 によるものではな く 「みな

し」に よる もので ある。

手順3:八 イ ドログラフピーク流量群の整理

3日 間で260mmの 雨が降ると「みなし」ても、

河川にどれだけの水量が流れるかを更に決めなけ

ればならない。技術基準は、過去の実績降雨の量

が計画雨量 まで増えた と 「みなし」て、河川流量

を想定ないし仮定することが合理的であるとして

表4石 狩大橋基準点上流における年最大流域平均

雨量の異なる方法による確率評価

(北海道開発局,1994よ り)

評 価 方法

降雨量

(mm/3日)

岩井 法

212

ガンベル法

225

積 率 法

263

評 価値

260
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いる。 しか し、過去 の洪水実績 の うち一つ を選 ぶ

のは適 当で ない。同 じ260mm/3日 で あって も、

時間的 ・地域的集中度 も違 うか らで ある。そ こで、

技術 基準 は、過去 の洪水 記録 か ら複 数 を ピック

ア ップし、計 画降雨量 と同 じ量 まで雨が降った も

の と 「みな し」(引 伸 ば し)、 これ を過去の洪水記

録 に当 て はめてハ イ ドログラ フ ピーク流量群 と

し、一覧 にす る。 この複数モ デル を基本高水 とし

て選択 可能 な候補群 とす る。

その手順 は以下 の とお りで ある。

①過 去の実績降雨量群の中か らモデルに適 した

もの を選定す る。

石狩 大橋 基準点 では、100mm/3日 を越 える

全 て(7例)が 選定 されてい る(表5)

②実績降雨量 を計画降雨量 に達 するまで引 き伸

ぼ してグラフ化す る。

実績降雨量 はばらばらな数値 を示すが、 これ を

計画降雨量 まで増 や してモデル化す る。石狩大橋

基準点の場合 は、3日 間で260mmま で降った こ

とにす る。表5の 実績降雨量 に引 き伸 ばし率欄 の

倍率 を掛 けて260mmに 揃 えるのであ る。例 えば、

No.7(昭 和36年7月)で は、151.5mm/3日 ×

1.72=260.58mm/3日 となる。ただ し、実績雨量

が260mm/日 を越 える場合 は、260mmに 引 き下

げる こ とは しな い よ うで あ る。昭 和56年8月

(282.2mm/日)の は倍率1の 扱 い となってい る。

これ をハ イ ドログ ラフ化 した最高点の数値 が計

算 ピーク流量(最 大洪水流量)で あ り、表5の 右

端欄 の とお りであ る。 ここで、降雨時間 をどの よ

うに採 るかが問題 となる。例 えば、同 じ3日 間100

mmと い って も、実際 の降雨時間が30時 間 に集 中

しての100mmと 、60時 間降 り続 いての100mm

で は、基準点 に押 し寄せ る流量 が全 く違 うか らで

あ る。

表5 石狩大橋基準点における基本高水の決定に使

用 した7例 の計算 ピーク流量

(北海道開発局,1994よ り)

NO
降雨

パ ター ン

実績 降 雨量

(mm/3日)

引き

伸ばし率

計 算

ピー ク流量

(m3/S)

1 S56.8上 旬 282.2 1.00 約14.400

2 S50.8 173.0 1.50 約18.000

3 S48.8 113.6 2.29 約16.400

4 S41.8 109.9 2.37 約11.400

5 S40.9中 旬 107.7 2.43 約12.500

6 S37.8 133.0 1.96 約17.600

7 S36.7 151.5 1.72 約16.100

(出所:北 海道開発局 「千歳川放水路計画に関する技術報

告書」)



実際に行 なわれてい るの は、時 間を引 き伸 ばさ

ないで、流量だ けを計画流量 まで引 き伸 ばす もの

であ る。 これ を基本高水 決定 の選択対象 となる流

量群 と 「みなす」のであ る。時 間を固定 して流量

を引 き伸 ば したハイ ドログラ フは縦 に鋭 さを増 し

て ピーク流量 を引 き上 げる。特 に短時間 に大雨 を

降 らせ る集 中豪雨型 に近 づ くほ ど、短時間の雨量

を更 に引き伸 ばすのであ るか ら、 ピーク流量 は一

層鋭 さを増 して上昇す る。 ここに実際 にそ ぐわな

い高い ピーク流量が算出 され るおそれが ある。

この点 は、大熊氏が千歳川放水路問題で過大な

基本高水 の理 由 として強調 した ところで ある。同

氏 は昭和50年8月 降雨モデルについて、降雨継続

時間 とピーク流量の関係 を試算公表 している。継

続 時間 と最大洪水流量 を抜粋 す ると以下 の とお り

であ る(大 熊,1993よ り引用)。

降雨継続時間が36時 間 では、流量 は17,830m3/s

同上52時 間 流量12,340m3/s

同上56時 間 流量11,455m3/s

同上72時 間 流量8,910m3/s

この ときの実績 は総雨 量173mm、 継 続時間約

36時 間で ピー ク流量 は8,910m3/sで あ るが、継

続時間 を変 えないで総雨量 を260mmに 引伸 ばす

と、 ピー ク流量 は約18,000m3/sに な る とい うこ

とで ある。要す るに、降雨時間内 に降 る雨 の量 だ

けが増 えた もの と 「みな し」た数値がハイ ドログ

ラフピー ク流量群 なのである。

図2は 、石狩大橋基準点 の1975(昭 和50)年8

月の 「実績ハ イ ドログラ フ流量」 と 「引伸 ばし後

のハ イ ドログラフ」であ る。時 間を固定 して雨量

を引 き伸 ばす という数理的処理 の実態が視覚的 に

よ く理解 で きる。

以上 の ような計算 を経て、石狩大橋基準点 にお

ける150年 確 率、260mm/3日 の計算 によ る基本

流
量

8,620m3/s 流
量

18,000m3/s

%3%4%5%6時 間

図2石 狩大橋基準点における昭和50年8月 洪水の
ハイ ドログラフ模式図(北 海道開発局,1994よ

り)。

左は8月23～26日 の実績ハイ ドログラフ模式

図で、ピーク流量は8,620m3/s。 右は「引 き伸

ばし」後のハイ ドログラフ模式図で、ピーク流

量は18,000m3/s。

高水 ピーク流量のモデル(ハ イ ドログラフピー ク

流量群)は 、11,400m3/s～18,000m3/s(表5に

なった)と い うことであ る。表5の7例 のすべて

が150年 確 率、260mm3日 間 で 計 算 した計 算

ピーク流量(基 本高水の候補)で ある。 したが っ

て、後述 のよ うに表5は 数値順 に表1の ように並

べ直 す ことがで きる。

手川頁4:基 本高水の決定

技術基準 による と、以上 の ように して数値化 さ

れたハ イ ドログラフピー ク流量群 の中か ら一つ を

選択 して、 それ を基本高水 とする。石狩大橋 基準

点の例 では、対比表のハイ ドグラフピー ク流量群

7つ の うちの一つ を150年 確率 の基本高水 と 「み

なす」のである。

次の問題 は どれ を選択す るかである。 旧技術基

準 と改訂技術基準で は異な ってい る。 旧技術基準

で は、いずれ も選択可能 とい う前提 になっていた。

ただ、実際の運用で は最 も高い ピーク流量 を基本

高水 に採用 す る運用 がな されて きた(「 カバー率

何%」 と言われ るもの)。 改訂技術基準 では、 その

解説 に異な る記述が ある。 これ まで述 べた 「みな

し」 とは異質 な問題 を含 むので後述 す る。

3.3「 みなし」と 「選択の問題」

以上のように、基本高水の決定過程は「みなし」

に 「みなし」を重ねて得 られたデータによって形

成される。 このような大 きな幅やバラツキのある

数値の組合せは、基本高水の幅広い選択可能性 を

示すとともに、現実離れしたものに導 く危険性 を

免れえない。(最も低い数値の組合せ と最 も高い数

値の組合せを想起せよ。)

このような幅のある選択対象から合理的な選択

をするためには、河川計画の形成過程をふ り返っ

てみることが必要である。河川計画は、水文学な

どの自然科学的 ・数理的知見 と政策的 ・政治的知

見 と動機が分かち難 く結びついて形成 される。気

象現象などの情報収集か ら基本高水の決定に至る

過程で、順次、政策的 ・政治的判断の比重が増加

する。特に、前記手順4の 基本高水の候補群から

の選択決定は数理的 ・科学的判断ではな く、政策

的 ・政治的な判断である。

要するに、ハイ ドログラフピーク流量群 は、政

策的 ・政治的選択の対象となる選択肢 として数値

化 された資料なのである。したがって、最 も高い

ピーク流量をもって基本高水 とするような 「工学

的」必然性はまった くない。大熊氏の 「選択の問

題」 との指摘は、以上のような理解の上に支持し

たい。
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誤解 をしないで もらいたいのは、「み なし」を否

定 する もので はない とい うことで ある。「みな し」

が許 され ないので はな く、 「みな し」をみな しでな

いかのように説明 した り、扱 うことが許 されない

のである。 その結果、合理的選択の可能性 を排 除

し、政策判 断を誤 らせ、地域住民 の権利 を侵害 し、

あるいは環境破壊 をもた らす ことに結びつ くか ら

である。

翻
基 本 高 水 と 年 確 率 の 関 係 表

(表1=対 比 表)に よ る 検 証

4.1対 比表の作成

表1「 基本高水 と年確率の関係」(対比表)は 、

石狩大橋基準点における基本高水決定の最終選定

の対象であるハイ ドログラフピーク流量群(表5

の右欄)を 、数値の高い準に縦 と横の欄に並べ、

両者が交叉する欄には対応する年確率を記入 した

もので ある。いずれ も、150年 確率、260mm/3日

と「みなされた」数値で あるか ら、150年 確率 は記

入 してあ るようにきれ い に並 ぶ こ とにな る。150

年確率以外の欄 は、各ハ イ ドログラフピー ク流量

群 の流量 に対 応す る年確率 を記入す る。2箇 所 に

数値が記入 されてい るが、 これ は当時の北海道 開

発局作成資料 か らわかる ものだ けを参考 に記入 し

た もので ある。

この表 は、河川計画 の策定過程で数値化 された

年確率 とピー ク流量群 を、見やす く客観 的に一覧

できるようにした ものである。空欄 の年確率 も現

行の数値 化手 法か ら論理上 当然 に記入 可能 な もの

で ある。 この点 は、利根川水系 に関す る国土交通

省関東地方整備局作成 の表6、 表7を 見 て も明 ら

かであ る。 したが って、 この表 自体 は客観的 な も

のであ る。

表6過 去の洪水データに基づいた利欄ll水 系八斗島基準点におけるいろいろな年確率に対応するピーク流量(m3/s)

(国土交通省関東地方整備局,開 示資料 より)
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表7利 根川水系八斗島基準点における流量とその

確率年

(国土交通省関東地方整備局,開 示資料より)

確率年

20

50

100

150

200

300

500

流 量(m3/S)

12,748

16,166

18,690

20,167

21,206

22,614

24,257

4.2「 年確率」の意味とその理解

治水対策 をめ ぐる議論 を混乱 させ不明瞭 にして

い る大 きな原因が 「年確率」 とい う言葉の使 用で

あ る。 ダム問題 な ど全国的に共通す る問題で はな

か ろうか。

対比表 は、 これ を同種 のハイ ドログラフピー ク

流量情報 と引 き比べ て相対化 し理解 で きるように

した もので あ る。 この表 の空欄 を埋 める こ とに

よって、過去 に経験 した多数の洪水 が、現在 の河

川計画で は何年確率 に相当す るか を知 ることがで

きる。

千歳川放水路 問題 の例で見 る。1981(昭 和56)

年8月 北海道中央部 を大洪水が襲 った。洪水直後

の報道で は北海 道開発局長 の談話 とともに 「確率

年 か らする と500年 に1度 の大雨」(昭 和56年8

月7日 北海道新聞)、約1ヵ 月後 の報道で は北海道

開発 局建設部長 のイ ンタ ビュー記事 で 「250年 に

1度 の確率」(昭 和56年9月5日 朝 日新聞北海道

版)等 と伝 え られた。 しか し、翌年改正 された河

川計 画の基本高水計算で は、この洪水 は70年 確率

ほ どになって しまうので ある。

なぜ そうなったのか。この昭和56年8月 洪水モ

デル のピー ク流量(14,400m3/s)を20%も 上 回る

基本高水の ピー ク流量(18,000m3/s)を150年 確

率 と 「みなし」たか らである。問題 は、その後、

この 「18,000m3/s・150年 確率」が科学的裏付 け

の ある予測 で あ るかの よ うな情 報 として広 く伝

わった ことである。

検討委員会 は河川工学者2名 を含 む7名 の大学

教 員で構成 され ていた。合理 的な検討 のた めには、

この数値 が前述 のよ うに 「みな し」 の 「年確率」

で あ り、科学 的に裏付 けされた確率 とは別物で あ

る ことを確認 す ることが前提で あった。 しか し、

終始 これがな され ることはなか った。

対比表か らわか るように、治水計画 に採用 され

た基本 高水 は18,000m3/s・150年 確 率で あ るか

ら、既往最大洪 水 の昭和56年8月 洪水 モデル の

ピー ク流量 はほぼ70年 確率 に相 当す る。逆 に言 う

と、昭和56年8月 の大洪水の ピー ク流量 を150年

確率 とする と、18,000m3/sと い うの はA級 河川

の計画規模 をはるかに越 えて しまうはずである。

実際 に、昭和56年8月 のような洪水 が70年 に一一

回の頻 度で流域 を襲 うな ら、 これ よ り低 いが、 し

か し大災害 をもた らす よ うな大洪水 が更 に頻繁 に

流域 を襲 うことになる。 そ うであれ ば、 もはや こ

の流域 は治水対策 の問題 を越 えて、人 が居住 した

り耕作 した りす ること自体が不適当な地域 となっ

て しまう。

これが対比 表か ら明 らかになる 「年確率 」の意

味 であ り、客観 的な理解 である。大熊氏 は、諸外

国の計画規模 との比較 の問題 に関連 して、高す ぎ

る計画規模 は 「自分 自身の存在 を否定す る」 と指

摘 す る(大 熊,1993)。 石狩川 の例 に照 らし、 日本

の全河川 について、 この ような問題意識 を持 って

対比表 に よる検証が必要であ る。

過去 の洪水 とその体験 、流域 の土地利用 ・人間

生活 、 これ らは最 も信頼 に足 る基本 的な実体験的

情報=「 みな し」で はない情報 である。 その持 ち

主 は言 うまで もな く地域住民であ る。したが って、

「みなし」の情報 である対比表 は基本 高水決定前 に

地域 住民 の前 に明示 され る必 要が あ る。 それ に

よって生活体験 と計画数値 の乖離 を知 り、現実的

で錯誤 によらない意見形成が可能 とな る。

4.3選 択対象としての基本高水

以上の検証で明らかなように、基本高水の決定

過程は最終的な政策判断のための一連の選択対象

モデル群の作成作業である。基本高水の選択にあ

たって、工事や施設の工法、難易度などに関連す

るとはいえ、基本高水の最終的選択 ・決定は工学

的 ・科学的決定ではなく、政策的 ・政治的決定な

のである。実際に全国の河川で行なわれている基

本高水最終選定は政策的 ・政治的決定である。た

とえ、それが 「河川工学者」や 「河川技術者」に

よってなされていたとしても政策的 ・政治的決定

行為である。したがって、その決定には地域住民

をはじめ関係自治体や環境団体などが関与し、最

終的には政治的責任において決定されなければな

らない。技術 とか工学の名 において一つに決定し、

地域住民や地域政策を拘束し、コントロールして

きたこれまでの手法は正す必要がある。

対比表は全国の河川で作成可能である。方法は

簡単である。担当官庁か らハイ ドログラフピーク

流量群情報 を入手 し、ピーク流量値の高い順に並

べるだけである。空欄の年確率欄は当局 に記入を

要求 し、応じないときは、法律上当然の 「開示義
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務」(情報公開法)で あることを指摘 し、それでも

応 じない ときは、河川工学者や技術士に推定値を

記入 してもらうことも考えるべきである。なお空

欄の確率年情報の不存在はあり得ない。確率年 と

いう論理構成 自体数値化されていることを意味す

る(表7)。

闇
表2「 基 本 高 水 と そ の 他 の 問 題 の

連 関 的 考 察 方 法 」(連 関 表)に よ る

検 証 と政 策 形 成

5.1連 関表の作成

以上見てきたように、基本高水は基本高水 ピー

ク流量群のモデルの中から政策的 ・政治的に選択

される。そのための合理的な検討手法(メ ソッド)

が必要になる。そのための手法が表2の 連関表で

ある。

この連関表は、冒頭に紹介したように、千歳川

放水路問題の際6市 民団体によって作成され、基

本高水 として150年 確率 ・14,400m3/sを 妥当 と

するという結論 とともに検討委員会に提出された

ものである。

左縦欄に河川計画の形成過程で作成されたハイ

ドログラフピーク流量群(表5の 計算ピーク流量)

の値を順に並べ、横欄に関連する検討要素を配置

した ものである。環境への影響要素は入 っていな

い。これは千歳川放水路計画が日本海側に注 ぐ流

れを太平洋側に逆流させる大運河のような構想=

流域外処理であったため、環境への影響の程度の

問題でな く、放水路計画の採否 という二者択一が

主要争点だったか らである。

この連関表は、千歳川放水路問題の議論の進展

過程で作成されたものなので、当事者でない方に

とっては読み取 りにくいかもしれない。しかし、

枠組は誰でも簡単に作ることができる。基本は対

比表 と同じく河川計画決定過程で必ず数値化され

ているハイ ドログラフピーク流量群 を縦に配置 し

ただけだからである。横の欄 には各河川計画で問

題 になっている事項を適宜配置すればよい。予算

規模 ・環境負荷 ・景観 ・住民移転なども入れるこ

とになろう。また、表 は一つである必要はない。

検討要素ごとに副次的な表を多数作って検討 し、

連関表に戻 って総合判断すればよいのである。

5.2連 関表の応用=利 根川の例

本稿で例示 している石狩川水系の基本高水の扱

いは、国土交通省技術基準の典 型例 と考 えられる。

しか し、利根 川水系 の例 のように、ハイ ドログラ

フピー ク流量群 を算 出 しなが らも、観測最大流量

の方 を採 用 している場合が ある。ハ イ ドログラフ

ピー ク流量群 に 「観測最大流量 」が選択対象 に加

わ ってい ることになる。 この場合 も、対比表の よ

うに整理 す ることが必要であ る。 その上 で連関表

による政策検討が なされ るべ きである。

この場合、 「観測最大 流量」といって も、関東地

方整備局が採用 した22,000m3/sと 大熊氏 の推定

値17,000m3/s(大 熊,2008)に は大変 な開 きがあ

る。 その間 に一定の刻 み を入れ て作図すべ きであ

る。 また、国土交通省 には算 出根拠資料がない と

い う報 道 もあ る(2010年10月23日 朝 日新 聞朝

刊)。 「資料がない」 とは全 く何 もないのか、何 か

が あるのか はっき りしない。見方 によって大 きな

開 きが あることか ら、観測値算定の根拠資料 と方

法や、「みな し」 の有無 ・程度 も情報 の開示請求 を

しなが ら検証 する必要が ある。

表6と 表7は 関東地方整備局 か ら情報公開法 に

よって開示 を受 けた ものであ る。表6の200年 確

率 欄 の数値 と実績 値 を、先 に示 した表1の 例 に

従 って整理す る。空欄 は地方整備局 に記入 を求め

るべ きで ある。ただ、表7の 数値が開示 されてい

るので、 これ を埋 めるだけで も大 きな判 断材料 と

なる。すなわち、200年 確率 ・22,000m3/s(表7

の 「基準地点流量確 率表」で は21,206m3/sと なっ

てい る。以下 では この表 を使 用 して説明 する)を

採 用 した場合、20年 に1回 の確率 で12,748m3/s

の洪水 を想定 した計画 にな る。(22,000m3/sに 切

りあげた と同 じ く操作 すれ ば13,000m3/sと な ろ

う。)これ を過去の洪水体験 の実績流量 と引 き比 べ

て見 る と、現実 と計画高水数値の乖離 は明確 とな

る。国交省 の資料 に よる と、1947(昭 和22)年9

月の台風以 降2002(平 成14)年 までの最大既往洪

水流量 は1947(昭 和24)年9月 の10,500m3/sで

あ り、次は1998(平 成10)年9月 の9,960m3/sで

あ る(国 土交通省 「河川整備基本方針、利根川水

系」電子版8頁)。 住民 は、現在 の計画 は昭和24年

や平 成10年 の 洪 水(流 量:10,500m3/sお よび

9,960m3/s)を 大幅 に上 回 る12,784m3/sの 洪水

が20年 に1度 起 こる もの と 「みな し」た計 画 に

なってい ることを理解 できる。 ここに、「みな し」

を現実 と混 同する錯誤 に陥 るこ とな く、過去 の洪

水体 験 に 引 き直 して現 実 的 な判 断 が 可 能 とな

る(注5)(注6)。

注5利 根 川水 系八 斗島基 準 点 の基本 高水 は既往 最大 洪 水 流量22 ,000m3/sを 採用 した こ とにな って い る。 表7の200

年確率 の 流量 もほぼ これ と同等 の21,206m3/sと な って い る。 この数値 が既往 最 大洪 水流 量 に合わ せ た試 算 なの

か、 この数 値 を切 り上 げて既 往最 大洪 水流 量 としたの か、 その他 どの よ うな 関連 性が あ るのか は不明 で あ る。 ま
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なお、表6の 引伸 ばし後の200年 確率最大 ピー

ク流量 は1966(昭 和41)年 の15,630m3/sで ある。

関東整備局 は1974(昭 和49)年 までの ピーク流量

群 しか開示 しなかったが、最近のデータ を開示 さ

せて図表化 し、連関表 に進 めば、 よ り現実 的 ・実

際的 な判 断がで きる。

5.3連 関表の応用=治 水と利水、土地利用など

ここまでは、治水目的に限って論 じてきた。利

水目的のダム建設問題が関連する場合 も基本的に

は変わ らない。事例に応 じて水需要予測 と人口予

測などが交差する副次的な図表を作成するなど、

分か りやすい方法 を工夫すべきである。

基本高水 は流域の自然環境(森 林 ・畑地 ・水田・

市街地など)に よって変動する。河川計画という

長期計画は、土地利用計画 と切 り離して考 えるこ

とはできないのである。 このように、いったん連

関表による検討を始めると、関連する政策の欠点

や改善点 も見えて くる。その先に総合的河川政策

ともいうべき展望が開けて くると思う。

5.4基 本高水の全面見直 しの必要

これまでの検討から現在の基本高水は全面的に

見直 さなければならない。対比表や連関表で示し

た内容の検討を経ることな く、国土交通省が独断

的に決定 したものだからである。

なお、より根本的な問題 として、基本高水 とい

う概念 を放棄するという考えも可能である。 しか

し、全国的な統一的処理基準の必要性は否定でき

ず、結局類似の概念を必要 とする。したがって、

放棄することは実益に乏しい。現在の技術基準で

も行政の独断を廃せば、全国的な統一処理 と地域

実体に即した個別的具体的計画は可能である。 も

ともと技術基準 自体の基本構造がそれを可能 にし

ているのである。特 に選択対象の流量群 を既往最

大洪水などと比較することによって、現実的な政

策決定は十分可能である。

懸
「河川 砂 防 技術 基 準 同解 説 計画 編 」

の改 訂 につ いて

技術基準計画編の平成17年11月 改訂版(以 下

改訂技術基準という)に おいて基本高水の扱いに

ついて見逃 す ことので きない 「解説」 の記述変更

が ある。

旧技術基準(1997(平 成9)年10月 改訂版、以

下旧技術基準 とい う)で は、 「カバー率50%以 上」

とか 「1級 水系 の主要 区間 を対 象 とする計画 にお

いて は、60～80%に なった例 が多い」 とい う表現

に見 られ るように、ハ イ ドログ ラフ群 は候補群 と

して扱われていた。表5の 石狩大橋基準点 の計算

ピー ク流量群 について、北海道開発局 は 「このい

ずれのハイ ドログラフ も基本高水 の候補 として位

置付 けられ るものである。」と記述 してい る(北 海

道開発局,1994)。 ところが、技術基準 の改訂版 「解

説」で は次の ようになっている。「通常、地域分布、

時間分布 等の検討結果で不適切 な降雨 を棄却 され

ているので、計算 され たハ イ ドログ ラフ群 の中か

ら、最大流量 とな るハ イ ドログラフの ピーク流量

を基本高水の ピーク流量 とす る。」(日 本 河川協会

編,2005,34頁)

この文章 には技術基準 の論理 自体 を自己破壊 す

るほ どの重大な矛盾 がある。「通常、前段 の地域分

布、時間分布等の検討結果 で不適切 な降雨 を棄却

されている」か ら といって 「計算 されたハイ ドロ

グラフ群 の中か ら、最大流量 となるハイ ドログラ

フの ピーク流量 を基本 高水 の ピーク流量 とす る」

とい う結論 には結びつかない。 なぜ な ら、地域分

布 、時間分布 の検討で不適切 な ものを棄却 した後

の候補群 であるピー ク流量群 か ら一 つを選ぶ作業

によ り基本高水が決定 され るものだか らで ある。

また最大 の ピーク流量が唯一 「適切」 で、 それ以

外 は 「不適切」 とい うことで あるか ら(文 面上 そ

のように読 まざるをえない。)、もはや神懸 り的で

あ り、科学 とか論理 の枠内 には納 まらない。 いず

れ に して も非科学 的である。

従来、ハイ ドログラフ流量群の中か ら最大流量

を基本高水 として きたのは、技術 基準の 「運用」

としてなされて きた。 しか し、改訂技術基準 は基

準 自体で最大流量以外 を排除 する こととしたので

あ る。 これ は論理的破綻 であるばか りか、基本高

水 の決定 という政策 的 ・政治 的判断過程か ら住民

を問答無用 で排除す るこ とをも意味す る。

技術基準 の改訂 は各地方整備局 と都道府県 に通

知 され、強力 な影響力 を持 ってい る。 また行政内

部の問題 に止 まらず法律 にも関係 す る。た とえば、

注6

た 、表6の 八 斗 島基準 点 にお ける 「3日 雨 量 引 き伸 ぼ し時 の基準 点 の ピー ク流 量」で は1947(昭 和22)年9月13

日の洪 水 につ いて200年 確 率 の欄 に13,017m3/sの 数値 が 記入 され、300年 確 率 の欄 に21,108m3/sの 数 値 が記

入 されて い る。 これ らの異 な る数値 につ いて根 拠資料 や 数値処 理過 程 を開 示 させ る必要 が あ る。

1998年9月 の9,960m3/sは 戻 し流量 、 す なわ ち洪 水調 節 が ない もの と想 定 した数値 で あ る ことが明 示 され て い

るが、1947年9月 の10,500m3/sに つい て は、特 に触 れ られ てい ない。戻 し流 量 の数値 と一 致す るのか異 な るの

か明 らか で ない。
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技術士法 という法律がある。技術士試験において、

「通常、地域分布、時間分布等の検討結果で不適切

な降雨を棄却されているので、計算されたハイ ド

ログラフ群の中から、最大流量 となるハイ ドログ

ラフのピーク流量 を基本高水の ピーク流量 とす

る」 という記述が適切か否かという設問があった

とき、適切 と答えた者が加点され不適切 と答 えた

者が減点されるのか?逆 であろう。

本稿のためにインターネットや書店で、改訂基

準について急ぎあたってみたが、この重要な問題

点にって触れたものが見当らなかった。行政から

独立 し、憲法上学問の自由 ・大学の自治の保護を

受けている 「河川工学」の世界はどうなっている

のであろうか。

技術基準 には以上のような非学問的な誤 りがあ

るが、ハイ ドログラフピーク流量群が数値化され

ていることに変わりはないから、対比表や連関表

を作成 して行政に対抗 してい くことは可能であ

る。

國 脱ダムにつし、て
ダム問題は二重の意味で見直 しが必要である。

一っは
、自然 と社会に甚大な影響を与えることか

ら基本高水の帰趨 とは別個独立 したテーマ として

見直 しを要することである。 もう一つは、独断的

に決定された基本高水見直 しの一環(?)と して現

在のダム計画も見直 しを要することである。その

際、対比表や連関表が有効な手法 となる。

見直しにあたっては、ダム計画の際地域住民に

対比表や連関表のような客観的な情報 を与えられ

ていたかどうかも重要である。「みなし」の情報で

ある基本高水や年確率をあたかも統計学的な確率

で予測 された洪水であるかのように誤解 させ ら

れ、土地や住居を失い、墓を損壊させ られていた

とすれば、それは国家による不法行為である。ダ

ム中止の際は財産収容の対価を越えた補償を検討

すべきである。

醐 河川政策合理化の機会と危嗅
国は河川計画のあり方に取 り組んでいるが、基

本高水の決定が住民意思を反映する政策的 ・政治

的 「選択の問題」 と位置付けられるかどうか、こ

の点が将来の河川行政のあり方を決める。民主党
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政権下での動きを見ていると、期待する一方で、

強 く危惧される動 きがある。国土交通省 に設置 さ

れた 「今後の治水対策のあり方に関する有識者会

議」のメンバー構成は法律 ・公共政策 ・環境など

の専門家を欠いてお り、特にこれまでの河川行政

について批判的な視点で実績を積んだ専門家がい

ないことは決定的である。 これまでの基本路線が

踏襲されるような結果になれば、河川政策を合理

化する機会は逆に遠退いてしまうと危 瞑される。

この機会を逃すことなく、全国の河川で対比表

や連関表のようなものを作 り、行政が逃れること

のできない論理をもって、各方面に働 き掛けてい

く必要があると考える。
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